予　　防　　規　　程
（ 会  社  名 ）　　　　　　　　　　　　　　　　

（ 施　設　別 ）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予防規程

第１章　総　則
（目　的）

第１条　この規程は、消防法第１４条の２に基づき、　　　　　　　　　　　　（以下、「当所」という｡）における危険物の貯蔵及び取扱作業その他防火管理に必要な事項について定め、もって火災、危険物の流失、震災等の災害を防止することを目的とする。

（適応範囲）

第２条　この規程は、当所に勤務又は出入りするすべての者に適用する。
（遵守義務）

第３条　当所の従業員は、この規程を遵守するとともに、当所に出入りする者に対して、必要に応じてこの規程の内容を告知し、遵守させなければならない。
第２章　保安の役割分担

（組　織）

第４条　当所における保安管理を円滑かつ効果的に行うため、別表１のとおり保安の役割分担を定める。

（責任者の責務）

第５条　責任者は、危険物保安監督者以下を指揮し、保安上必要な業務を行うとともに施設を適正に維持管理すること。

（危険物保安監督者の責務）

第６条　危険物保安監督者は、消防法令に定められた業務を行うほか、この規程の定めるところにより保安に関する管理を行い、危険物施設を適正に維持管理すること。
（職務代行者の責務）

第７条　危険物保安監督者の職務代行者は、危険物保安監督者が旅行、疾病その他の事故によってその職務を行うことができない場合には、その職務を代行すること。

２　職務代行者が、保安監督者の職務を代行する場合には、消防法令及びこの規程の適用については、保安監督者とみなす。

（危険物取扱者の責務）

第８条　危険物の取扱作業に従事する危険物取扱者は、消防法令及びこの規程を遵守するとともに、適正な危険物取扱作業及び危険物施設の維持管理に努めること。　

（従業員の遵守事項）

第９条　従業員は、消防法令及びこの規程を遵守するとともに、危険物保安監督者及び危険物取扱者の指示に従い、適正な危険物取扱作業及び危険物施設の維持に努めること。　

第３章　危険物の貯蔵及び取扱の基準等

（設備機器の運転操作の基準）

第10条　設備機器の運転及び操作に当たっては、作業するものはよくその設備内容並びに運転操作要領を熟知するとともに、誤操作のないよう確認を行うこと。
（貯蔵及び取扱基準）

第11条　危険物を貯蔵し又は取り扱う場合においては、消防法令に定めるところによるほか、特に次の事項に留意すること。

①　許可等を受けた品名以外の危険物又は危険物の数量若しくは指定数量の倍数を超えて貯蔵し、又は取り扱わないこと。

②　危険物取扱者以外の者が危険物を取り扱う場合は、甲種又は乙種危険物取扱者が必ず立ち会うこと。

③　移動タンク貯蔵所からの危険物受け入れ作業は、当所の危険物取扱者が必ず立ち会い、危険物の種類及び量を確認し、危険物が漏れ、あふれ又は飛散しないよう監視すること。

④　みだりに火気及び火花を発生させる恐れのある機械器具等は使用しないこと。

⑤　屋外タンクへの危険物の注入などの支障となるような物件を置かないものとし、常に整理整頓すること。
（駐車）

第12条　所内に自動車等を駐車させる場合は、あらかじめ明示された駐車場所で行うこと。

第４章　点検及び検査その他の安全管理

（危険物施設の点検）

第13条　危険物施設の構造及び設備等を適正に維持管理するため、消防法の定めるところにより点検を実施すること。

２　危険物保安監督者は、点検責任者として前項の点検を実施すること。

３　点検を実施した際、構造及び設備等に異常を発見した場合には、使用禁止等の表示をする等適切な処置を行うとともに、責任者に報告すること。
４　第１項の規程により点検を実施した時は、点検記録簿に結果を記録し、これを保存すること。

（改修、補修）

第14条　危険物施設の改修、補修工事等を行う時は、その内容に応じて必要な手続きを行うこと。

２　危険物保安監督者等は、前項の工事を安全かつ適正に行わせるよう必要に応じて立ち会い、工事関係者に対して指示をするなど監視監督を行うこと。

（関係書類及び図面等の整備保管）

第15条　法に基づき設置許可された屋外タンク貯蔵所の施設等の位置、構造及び設備が明示された関係書類及び図面は、分類整理して所定の場所に整理保管すること。
（記録の作成及び保存）

第16条　法令による検査、点検、その他修理又は保安、訓練等に関する記録はすべて作成するものとし、所定の期間保存すること。
第５章　火災等の災害時の措置

（自衛の消防組織）

第17条　火災等災害時の即応体制を整えておくため、全従業員を隊員とした自衛の消防組織を編成することとし、その編成及び任務分担は別表２のとおりとする。
（消火活動等）

第18条　消火活動は次により行うこと。

①　火災、危険物の流出等が発生した場合には、消防隊長の指揮の下に、直ちに初期消火、従業員等の避難、誘導、消防機関への通報、危険物の流出防止等の応急措置を講ずること。

②　危険物が工場外に流出し又は可燃性蒸気が拡散する恐れのある時は、周辺地域の住民、通行人及び車両の運転手等に対して火気使用の禁止、その他必要な協力を求めるとともに、危険物の流出拡大防止、改修等の応急措置を講ずること。

（地震発生時の措置）
第19条　 地震が発生したときは、直ちに設備機器、危険物の取扱作業及び火気設備器具を中止しなければならない。なお、施設の使用再開にあたっては、十分に点検を行ない、安全を確認すること。
（警戒宣言発令時等の措置）

第20条　大規模地震対策特別措置法に規定する警戒宣言発令時には、別に定める地震防災計画により活動すること。

第６章　保安教育

（保安教育）

第21条　責任者は、従業員に対して次により保安教育を実施すること。
	対 象 者
	実 施 時 期
	内　　　　　　　　　　　　　容　　　　

	全従業員
	
	（１）予防規程の周知徹底

（２）地震防災計画の周知徹底

（３）火災予防上の遵守事項

（４）安全作業等に関する基本的事項

（５）各自の任務、責任等の周知徹底

（６）消火の理論、消火器の知識及び取扱方法

（７）その他


別表１　保安の役割分担

責　任　者　　　　 　　職　　 　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　

危険物保安監督者　　氏　　名　　　　　　　　　　　　（免状　甲・乙　　　　　　）
職務代行者　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　（免状　甲・乙　　　　　　）
 　
職務代行者　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　（免状　甲・乙　　　　　　）
危険物取扱者　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　（免状　甲・乙・丙　　　　）
　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　（免状　甲・乙・丙　　　　）
　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　（免状　甲・乙・丙　　　　）
　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　（免状　甲・乙・丙　　　　）
　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　（免状　甲・乙・丙　　　　）
従　業　員　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

別表２　自衛の消防組織
隊　　長　　　　　災害活動全般の指揮及び災害の拡大防止に関すること。

氏　　名　（　　　　　　　　　　　　　　）

通報・連絡班　　　消防機関への通報、所内・外関係者への連絡、消防隊の誘導・情報の提供

氏　　名　 （　　　　　　 　　　　　　　）

氏　　名 　（                           ）

避難・誘導班　　　従業員、外来者を敷地外に避難誘導

氏　　名　 （                           ）　

氏　　名　 （                           ）

応急措置班　　　　初期消火、流出防止措置

氏　　名　 （　　　　　　　　　　　　　 ）

氏　　名　 （　　　　　　　　　　　　　 ）

